
3．社会保障給付費とその財源

（1） 部門別社会保障給付費

億円 億円 億円 ％

1. （　）内は構成割合である。

2. 部門別の項目説明は、27頁、50頁を参照。

　　　　　％ 　　　　　％ 　％ポイント

（　）内は国民所得比である。

医療 6.51                              6.75                              0.24                              

計 21.07                            21.60                            0.52                              
(29.63) (0.48)                             (29.15)

年金 10.92                            10.94                            0.02                              

(9.01) (9.26) (0.25)                             

2009年度 2010年度

表９　部門別社会保障給付費の対国内総生産比（対国民所得比）

対前年度増加分

(7.1) (7.3)

（注）

社会保障給付費

介護対策(再掲) 71,162                75,051                
(17.3) (18.1)

2010年度の社会保障給付費を部門別にみると、「医療」が32兆3,312億円（31.2％）、「年金」

が52兆4,184億円（50.7％）、「福祉その他」が18兆7,384億円（18.1％）である。

社会保障給付費 2009年度 2010年度
対前年度比

増加額 伸び率

表８　部門別社会保障給付費

（注）

3.6                      計 998,607              1,034,879           

医療 308,446              323,312              14,865                4.8                      
(30.9) (31.2)

(100.0) (100.0)

1.3                      

福祉その他

年金 517,246              524,184              6,938                  

36,272                

(15.10) (15.01) (  0.09)                         

(5.05)
0.26                              

172,914              187,384              

5.5                      

(51.8) (50.7)

3,890                  

14,469                8.4                      

0.08                              
(2.08) (2.15) (0.07)                             

(5.36) (0.31)                             
1.50                              

福祉その他 3.65                              3.91                              

介護対策(再掲) 1.58                              
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図４ 部門別社会保障給付費の推移
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（2）

増加額 伸び率

億円 億円 億円 ％

998,607 1,034,879 36,272              3.6                    
(100.0) (100.0)

498,022 508,099 10,077              2.0                    
(49.9) (49.1)

67,356 67,866 510                   0.8                    
(6.7) (6.6)

33,275 33,418 142                   0.4                    
(3.3) (3.2)

9,358 9,191  167                 1.8                 
(0.9) (0.9)

295,413 308,985 13,572              4.6                    
(29.6) (29.9)

38,394 54,695 16,301              42.5                  
(3.8) (5.3)

25,243 18,564  6,680              26.5               
(2.5) (1.8)

4,427 4,996 570                   12.9                  
(0.4) (0.5)

27,119 29,066 1,947                7.2                    
(2.7) (2.8)

1. （　）内は構成割合である。

2. 機能別の項目説明は、53頁を参照。

2010年度の社会保障給付費を機能別にみると「高齢」が全体の49.1％で最も大きく、ついで

「保健医療」が29.9％であり、この二つの機能で79.0％を占めている。これ以外の機能では、

「遺族」（6.6％）、「家族」（5.3％）、「障害」（3.2％）、「生活保護その他」

（2.8％）、「失業」（1.8％）、「労働災害」（0.9％）、「住宅」（0.5％）の順となってい

る。

計

2009年度
対前年度比

機能別社会保障給付費

表10　機能別社会保障給付費

（注）

家族

障害

2010年度

失業

住宅

生活保護その他

保健医療

労働災害

社会保障給付費

遺族

高齢
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％ ％ ％ポイント

21.07                          21.60                          0.52                            
(29.15) (29.63) (0.48)                          

10.51                          10.60                          0.09                            
(14.54) (14.55) (0.01)                          

1.42                            1.42                              0.01                       
(1.97) (1.94) (  0.03)                       

0.70                            0.70                              0.00                       
(0.97) (0.96) (  0.01)                       

0.20                            0.19                              0.01                       
(0.27) (0.26) (  0.01)                       

6.23                            6.45                            0.21                            
(8.62) (8.85) (0.23)                          

0.81                            1.14                            0.33                            
(1.12) (1.57) (0.45)                          

0.53                            0.39                              0.15                       
(0.74) (0.53) (  0.21)                       

0.09                            0.10                            0.01                            
(0.13) (0.14) (0.01)                          

0.57                           0.61                          0.03                           
(0.79) (0.83) (0.04)                          

(　)内は対国民所得比である。

　　　

表11　機能別社会保障給付費の対国内総生産比（対国民所得比）

高齢

遺族

社会保障給付費

計

対前年度増加分2009年度 2010年度

生活保護その他

（注）

障害
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保健医療
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図５ 機能別社会保障給付費の推移
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（3） 社会保障財源

増加額 伸び率

億円 億円 億円 ％

1,228,421 1,121,707  106,714          8.7                 
(100.0) (100.0)

社会保険料 554,126 578,468 24,342              4.4                    
(45.1) (51.6)

被保険者拠出 292,978 303,108 10,130              3.5                    
(23.8) (27.0)

事業主拠出 261,147 275,360 14,212              5.4                    
(21.3) (24.5)

公費負担 391,850 400,830 8,980                2.3                    
(31.9) (35.7)

国庫負担 293,190 294,007 816                   0.3                    
(23.9) (26.2)

他の公費負担 98,659 106,823 8,164                8.3                    
(8.0) (9.5)

他の収入 282,446 142,409  140,036          49.6               
(23.0) (12.7)

資産収入 146,154 8,380  137,774          94.3               
(11.9) (0.7)

その他 136,292 134,029  2,263              1.7                 
(11.1) (11.9)

1. （　）内は構成割合である。

2.

3.
　 

公費負担とは「国庫負担」と「他の公費負担」の合計である。また、「他の公費負担」とは地方自治体
の負担を示す。但し、地方自治体の負担とは国の制度に基づいて地方自治体が負担しているものであ
り、地方自治体が独自に行っている事業に対する負担は含まない。

「資産収入」については、公的年金制度等における運用実績により変動することに留意する必要があ
る。また、「その他」は積立金からの受入を含む。

表12　項目別社会保障財源

Ⅱ

Ⅲ

（注）

2010年度の社会保障財源の総額は112兆1,707億円であり、対前年度比は8.7％の減少となっ

た。項目別割合をみると、社会保険料が51.6％、公費負担が35.7％、他の収入が12.7％となっ

ている。

2009年度
対前年度比

2010年度

Ⅰ

計

社会保障財源
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